




理事長あいさつ 

 

 

少子高齢化の進展・生産年齢人口の減少をはじめ、個人の価値観の多様化、大規模災害・

感染症などの新たなリスクの顕在化、デジタル社会の進展等により地方自治体を取り巻く

状況が大きく変化しています。また、今後、若年労働力の絶対量が不足し、経営資源が大き

く制約されること等が想定される中、複雑・多様化する行政課題に対応する上で、各地方自

治体における人材マネジメントの重要性は従前にも増して高まっています。改めて「職員

（人材）」の重要性を認識し、限られた人材の能力を最大限に引き出し、発揮させる人材マ

ネジメントの推進が求められています。 

令和５年 12 月 22 日には総務省から「人材育成・確保基本方針策定指針」が出され、時代

の変化に対応した「人材育成」とともに「人材確保」への取り組みが強調されたところです。

昨今の公務員試験の受験者数・競争率は低下傾向にあることに加えて、民間企業ではインタ

ーンシップやキャリア教育という名の新たな選考方法に早期から取り組んでいることから、

地方自治体における人材確保はますます困難な状況になっています。 

こうした中、人材確保が最大の課題であるとの認識から、この度の研究会では地方自治体

における職員採用に注目し、実務に直結した研究を行いました。先行実施している地方自治

体の取組事例のほか、県内市町村を対象としたアンケートを実施し、職員採用の実情と課題

を様々な観点から分析することが出来ました。本研究の成果が、地方自治体の人材マネジメ

ントに活用されることを切に願います。 

最後になりますが、本研究会のご指導をいただいた神戸学院大学経済学部 圓生 和之 教

授を始め、アンケートにご協力いただいた県内市町村及び本研究会の調査にご協力いただ

いた関係各位に、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。 

 

令和７年３月 

公益財団法人岡山県市町村振興協会 

理事長 栗 山 康 彦 
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研 究 会 概 要





令和６年度調査研究事業 

人材マネジメント研究会 

 

 

研究会の目的 

◇ 

地方自治体の人材マネジメントでは、「人材育成」と「人材確保」が喫緊の課題とな

る中、実務に直結した研究を行うため、人事の中心的な業務（人事異動、職員採用）に

着目し研究します。 

＊人材育成 

高い専門性を持ったプロの職員を育成する「人事異動」とは？ 

＊人材確保 

エンゲージメントを持てる人材を獲得する「採用試験」とは？ 

 

指導助言者 

◇ 

神戸学院大学経済学部教授 

圓生 和之 氏（まるみ かずゆき） 

 

 

 

 

 

  

神戸市出身。神戸大学大学院経済学研究科修了。兵庫県職員(人事課 10年､管理職 10

年､関係団体総務部長､理事等)を経て、神戸大学、名古屋商科大学で教鞭を執り、名

古屋市人事委員会委員長等を歴任。2018 年から現職。専門は労働経済学、人事経済

学。博士(経済学)神戸大学。近著:『地方公務員給与―21世紀の検証―』(晃洋書房、

2023 年）、『公務員人事の経済分析』(三恵社、2017 年)、『地方公務員の人事がわ

かる本』(学陽書房、2020 年)など。 
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年間スケジュール 

◇ 

第１回 ５／２９（水）１３：００～１７：００ 

・オープンセミナー：演題「地方自治体の人材育成と人材確保」 

・グループワーク：自己紹介、課題共有、今後の進め方 

 

第２回 ７／２４（水）１３：００～１７：００ 

・事例課題１ 先進事例 

・事前課題２ 各所属自治体の採用試験の経緯

 

第３回 ９／２（月）１３：００～１７：００ 

・先進事例報告① 

大阪府和泉市 事例報告と質疑応答「和泉市の人事給与制度改革」 

講師：和泉市市長公室次長 尾郷 森太郎 氏 

・先進事例報告② 

岡山県倉敷市 事例報告と質疑応答「倉敷市の採用試験の現状と課題」 

講師：倉敷市総務局総務部人事課課長代理 中西 光史 氏 

 

先進地視察 １０／１（火）～２（水） 大阪府四條畷市・神奈川県鎌倉市 

１０／９（水）      兵庫県神戸市 

 

県内市町村アンケート調査 １０／１（火）～１０／２１（月） １，９７５名回答 

 

第４回 １１／１（金）１３：００～１７：００ 

・先進事例の視察結果 

・県内市町村アンケート結果 

 

第５回 １２／１８（水）１３：００～１７：００ 

・成果発表会の準備 

 

第６回 １／２８（火）１３：００～１７：００ 

・成果発表会の準備 

 

成果発表会 ２／１３（木）１３：３０～１５：３０ 

・聴講者１９名（オンライン）  
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研究生 

◇ 

（敬称略） 

自治体名 所属 職名 氏名 

津山市 総務部人事課 主幹 植原
ウエハラ

 竜二
リュウジ

 

  主任 葛原
クズハラ

 充洋
ミツヒロ

 

玉野市 総務部人事課人事研修係 係長 山本
ヤマモト

 敏也
ト シ ヤ

 

真庭市 総務部総務課 主幹 山
ヤマ

﨑
サキ

 哲央
ノ リ オ

 

浅口市 企画財政部総務課 課長補佐 藤井
フ ジ イ

 教
ノリ

雅
マサ

 

美咲町 総務課 副参事 三舩
ミ フ ネ

 彰
アキ

文
フミ

 

 

事務局 公益財団法人岡山県市町村振興協会 

総務振興課 副 主 査 福元
フクモト

 紳之介
シ ン ノ ス ケ

 

研修センター 主 査 福田
フ ク ダ

 健二
ケ ン ジ
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成 果 発 表 会
令和７年２月13日に開催した成果発表会のスライドを掲載しています。

※

※
※
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成 果 発 表 会
令和７年２月13日に開催した成果発表会のスライドを掲載しています。
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※
※
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人材マネジメント研究会
－－成成果果発発表表会会－－

岡岡山山県県市市町町村村振振興興協協会会

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験のあり方

採用試験のあり方

津津山山市市総総務務部部人人事事課課
葛葛原原 充充洋洋

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験のあり方

生産年齢人口の減少により、人材確保が非常に困難な昨今、
自治体においても採用試験の受験者数は年々減少傾向

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

⺠間、自治体間での人材確保競争が激化

人材確保競争において、⺠間に⽐べ遅れをとっているのはなぜか
先進自治体はどのように受験者を確保しているのか

県内自治体アンケート、先進自治体視察等から考察

採用試験のあり方 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

全国の地方公共団体の受験者数の推移

※総務省 令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査より

減少している
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採用試験のあり方

生産年齢人口の減少により、人材確保が非常に困難な昨今、
自治体においても採用試験の受験者数は年々減少傾向

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

⺠間、自治体間での人材確保競争が激化

人材確保競争において、⺠間に⽐べ遅れをとっているのはなぜか
先進自治体はどのように受験者を確保しているのか

県内自治体アンケート、先進自治体視察等から考察

採用試験のあり方 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

全国の地方公共団体の受験者数の推移

※総務省 令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査より

減少している
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採用試験のあり方 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

全国の地方公共団体の合格者数推移

※総務省 令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査より

増加している

採用試験のあり方 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

全国の地方公共団体競争率推移

※総務省 令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査より

大幅に減少している

採用試験のあり方

筆記試験について
従来の公務員試験は専門試験や教養試験を実施している自
治体が多い。
現在も、専門試験、教養試験を実施している自治体は多数あ
るが、新たに適性検査（SPI３）試験区分を導入する自治体
もある。
専門試験、教養試験の状況や必要性、適性検査（SPI3）
の可能性等について考察。

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

人材確保するための採用試験（筆記試験）のあり方

採用試験のあり方

事務職（大卒）
○試験内容
教養試験、適性検査、面接試験

○採用状況

一時、受験者数が増えた時期もあるが、特に直近は大幅に減少

※近年は社会人枠採用等も取り入れ、人材確保に取り組んでいる

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ａ市の現状（従来からの試験方法）

令和５令和４令和３令和２令和元平成３０平成２９
４１７４５８８８５１５３８４受験者数
１１１６１３１０１４１０１３採用者数
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採用試験のあり方

筆記試験について
従来の公務員試験は専門試験や教養試験を実施している自
治体が多い。
現在も、専門試験、教養試験を実施している自治体は多数あ
るが、新たに適性検査（SPI３）試験区分を導入する自治体
もある。
専門試験、教養試験の状況や必要性、適性検査（SPI3）
の可能性等について考察。

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

人材確保するための採用試験（筆記試験）のあり方

採用試験のあり方

事務職（大卒）
○試験内容
教養試験、適性検査、面接試験

○採用状況

一時、受験者数が増えた時期もあるが、特に直近は大幅に減少

※近年は社会人枠採用等も取り入れ、人材確保に取り組んでいる

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ａ市の現状（従来からの試験方法）

令和５令和４令和３令和２令和元平成３０平成２９
４１７４５８８８５１５３８４受験者数
１１１６１３１０１４１０１３採用者数
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採用試験のあり方

大学卒事務職は、試験方法によりAとBの区分
○事務職A
１次試験：教養試験、専門試験

○事務職B（平成２９年度から）
１次試験：適性検査（SPI３）、集団面接
２次試験以降は、事務職A、Bともに同じ試験

担当者の感覚としてA、Bで採用された職員の能力差はあまり感じられないとの事
※導入年は受験者数が大幅に増加。Aに⽐べてBの受験者数が約2倍であった。徐々にBの
受験者数が落ちついていき、令和５年度の競争率はほぼ同じ。

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

B市の現状（従来の試験方法と適性検査試験方法）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

まれにしかない
全くない

よくある
たまにある

203★ 1,201法律分野
専
門 750621経済分野

586783行政分野
242★ 1,160社会科学

教
養 981402自然科学

924460人文科学
355★ 1,017数的処理基

礎
能
力

117★ 1,282資料解釈
49★ 1,349文章理解

Ｑ：日頃の職務で必要となったか Ｑ：試験を課したほうが良いか
あまり・全く
思わない

とても・少し
そう思う

869496専
門

362★ 1,016社会科学
教
養 894481自然科学

790587人文科学

142★ 1,250
基
礎
能
力

県内自治体職員アンケート
採用試験のあり方

Ｑ：基礎能力判定は、SPI３等で代替可能か
あまり・全く思わないとても・少しそう思う

190732

●専門試験
・法律分野は必要性が高いが、その他はそれ程高くない。
・必要となった場合も、業務の中や研修等で補っている。

●教養試験
・社会科学分野は必要性が高いが、その他は低い。
・社会科学分野は試験の必要性が高い。

●基礎能力
・どの分野も必要性が高い。
・試験の必要性が高い。SPI３等で代替可能。

試験のための準備が必須

時間を捻出できない人は
ハードルが高い

多様な人材確保の障害に

採用試験のあり方 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

専門試験、教養試験

専門試験、教養試験ともに業務
で必要性の高い分野がある

採用試験のあり方

○筆記試験について（参考：複数意見があったものを抜粋）
・筆記試験（専門試験）対策をしっかりしないと試験突破は難しい。
・筆記試験対策として学んだことはほとんど実務上では役に立っていないと感じる。
・過疎地域の自治体が受験者数を確保するためには、SPI3等への変更も必要。
・公務員の教養試験を受けるのは、受験勉強の時間を確保することがとても難しい。

等

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

県内自治体職員アンケート

Q：公務員試験を受験した際、受験するのに障害となったことや改善すべきと感じたことは
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●専門試験
・法律分野は必要性が高いが、その他はそれ程高くない。
・必要となった場合も、業務の中や研修等で補っている。

●教養試験
・社会科学分野は必要性が高いが、その他は低い。
・社会科学分野は試験の必要性が高い。

●基礎能力
・どの分野も必要性が高い。
・試験の必要性が高い。SPI３等で代替可能。

試験のための準備が必須

時間を捻出できない人は
ハードルが高い

多様な人材確保の障害に

採用試験のあり方 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

専門試験、教養試験

専門試験、教養試験ともに業務
で必要性の高い分野がある

採用試験のあり方

○筆記試験について（参考：複数意見があったものを抜粋）
・筆記試験（専門試験）対策をしっかりしないと試験突破は難しい。
・筆記試験対策として学んだことはほとんど実務上では役に立っていないと感じる。
・過疎地域の自治体が受験者数を確保するためには、SPI3等への変更も必要。
・公務員の教養試験を受けるのは、受験勉強の時間を確保することがとても難しい。

等

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

県内自治体職員アンケート

Q：公務員試験を受験した際、受験するのに障害となったことや改善すべきと感じたことは
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採用試験のあり方

○基礎的能力・専門試験方式
・他の方式と⽐較して募集を減らしているが、大卒事務区分ではメインの方式
・主に公務員を第１希望と考えている人が受験する事を想定している
・専門試験を２２分野から５分野の選択方式（多様な学部から受験可能）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

●神⼾市の採用試験
多様な人材を採用したいという思いがある
非常に多岐にわたる区分・方式・試験内容で採用試験を実施

○適性検査方式（ＳＰＩ３）
・技術職は全て「適性検査方式」、事務職でも実施
・幅広い層が受験可能
・テストセンター方式で実施（どこでも受験可能）
・担当者の感覚として、試験方法（区分）による能力差は感じない

「従来とは違う専門試験・教養試験」と「適性検査方式」

採用試験のあり方

R６R５R４

競争率採用者受験者競争率採用者受験者競争率採用者受験者

6.3311965.0452268.851451基礎的能力・
専門試験方式

22.82045533.01136327.120542適性検査方式
（ＳＰＩ３）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

・専門試験方式はR６年度２００人近い受験者数であるが、減少傾向であり、
専門試験方式だけで多くの受験者を確保することは難しい
・適性検査方式は多くの受験者を確保する上で有効な手段

受験者数等の推移

採用試験のあり方

これからの自治体は幅広い多様な人材が求められており、幅広い層が受験し
やすい筆記試験を実施する必要がある

・専門試験、教養試験も分野を選択方式にすることで、幅広い層が受験可能
・従来の試験も新たな方法により可能性
・専門試験、教養試験も一つの手段
・多数の受験者を獲得するためには、適性検査方式（ＳＰＩ３）はとても有効
・多様な選択肢を設けることで幅広い層が受験でき、多様な人材を確保できる

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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採用試験のあり方

これからの自治体は幅広い多様な人材が求められており、幅広い層が受験し
やすい筆記試験を実施する必要がある

・専門試験、教養試験も分野を選択方式にすることで、幅広い層が受験可能
・従来の試験も新たな方法により可能性
・専門試験、教養試験も一つの手段
・多数の受験者を獲得するためには、適性検査方式（ＳＰＩ３）はとても有効
・多様な選択肢を設けることで幅広い層が受験でき、多様な人材を確保できる

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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採用試験の実施方法 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

美咲町総務課
三舩 彰文

採用試験の実施方法

• 総務省人材育成・確保基本方針策定指針（令和5年12月22日）

• 地方公共団体を取り巻く環境の変化
• 若年労働力の絶対量が不足し、経営資源が大きく制約
• 多様な人材の確保

ここ数年、新たな実施方法を採用する団体が増えつつある。
この章では、実施の時期と場所について検証する。

１ 状況（人材確保の必要性）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

人材確保のため避けては通れない２つの要素
（１）⺠間の採用前倒し
（２）他自治体との競合

結果として、採用スケジュールの前倒し・早期実施が起こっている。

２ 人材確保競争の激化

上の期間より前に水面下での採用活動を開始
・インターンシップという名の選抜行為
・大学のゼミ等に直接アプローチ

一般的な公務員試験の日程
6月中旬A日程

7月中旬B日程

9月下旬C日程

10月D日程

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

• ⺠間企業の採用試験実施時期と⽐べて遅いため、早めに内定が出れ
ば公務員をあきらめて⺠間企業に行く人も多いと感じる。

• 他自治体や類似する機関の試験日が重なることにより、受験する自治
体を絞らざるをえない。

• 転職での試験で、面接等が平日にある場合、日程調整に苦慮した。

アンケート結果でも日程に対する言及が見られた。

２ 人材確保競争の激化（県内アンケート結果から）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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採用試験の実施方法

人材確保のため避けては通れない２つの要素
（１）⺠間の採用前倒し
（２）他自治体との競合

結果として、採用スケジュールの前倒し・早期実施が起こっている。

２ 人材確保競争の激化

上の期間より前に水面下での採用活動を開始
・インターンシップという名の選抜行為
・大学のゼミ等に直接アプローチ

一般的な公務員試験の日程
6月中旬A日程

7月中旬B日程

9月下旬C日程

10月D日程

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

• ⺠間企業の採用試験実施時期と⽐べて遅いため、早めに内定が出れ
ば公務員をあきらめて⺠間企業に行く人も多いと感じる。

• 他自治体や類似する機関の試験日が重なることにより、受験する自治
体を絞らざるをえない。

• 転職での試験で、面接等が平日にある場合、日程調整に苦慮した。

アンケート結果でも日程に対する言及が見られた。

２ 人材確保競争の激化（県内アンケート結果から）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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採用試験の実施方法

• 人事院が国家総合職の採用試験日程を約３週間前倒し
（令和７年…３/１６に実施）

• ⺠間の選考活動が解禁される６月１日に合わせ、５月２８日に最
終合格発表。 （令和７年…５/３０に合格発表）

• 一般職及び専門職については、申込期間を拡大。
一般職…6/1 専門職…5/25 申込期間…2/20〜3/24

国家総合職を中⼼とした、⺠間企業との競合対策が伺える

３ 早期実施（国家公務員・令和6年）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

• 通常６〜９月の統一試験日に実施する試験
• ３〜５月にかけて実施する団体が増加
• 事務職と採用困難職種（土木技術等）について実施
• 早期実施に加えて、従来の日程で実施する団体が大半

⺠間企業との競合を視野も、メイン試験は従来どおり実施

３ 早期実施（地方公務員）

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法
３ 早期実施（主な取組）

出典：各団体の募集要項から三舩作成

令和６年実施

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法
３ 早期実施（主な取組）

（国家総合職）
• ⺠間企業の選考開始時期（６月）を意識。
• ５月中に合格発表を行うことで、６月からの官庁訪問を可能としている。
（地方公共団体）
• 事務職の一部と、採用困難職種である土木職等の技術職がターゲット。
• 主に⺠間企業対策として実施。４月上旬までに実施の団体は、全てSPI方式を採用。

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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採用試験の実施方法
３ 早期実施（主な取組）

出典：各団体の募集要項から三舩作成

令和６年実施

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法
３ 早期実施（主な取組）

（国家総合職）
• ⺠間企業の選考開始時期（６月）を意識。
• ５月中に合格発表を行うことで、６月からの官庁訪問を可能としている。
（地方公共団体）
• 事務職の一部と、採用困難職種である土木職等の技術職がターゲット。
• 主に⺠間企業対策として実施。４月上旬までに実施の団体は、全てSPI方式を採用。

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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採用試験の実施方法

• 令和６年からテストセンター方式で実施（SCOA）
• ４月募集、４〜６月に選考
• 公務員試験の準備・対策が不要
• 全国の会場で受験可能

受験しない率が２０％から１０％に改善
受験ハードルは下げず、あくまで優秀な人材の確保が目的

４ 統一試験日以外の実施（和泉市） 全て前倒しをした例

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

「適性検査方式」（受付3月1日〜28日）
• 統一試験日を外して実施
• 令和５年度までは辞退対策で統一試験日に実施
• 「東京圏」の受験生がターゲット

幅広い層、⺠間志望者への配慮

４ 統一試験日以外の実施（神⼾市） 会場の配慮・負担軽減

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

会場に設置されたパソコンで受験する「テストセンター方式」を活用する団体が増加中。

５ 会場・場所に着目した実施（テストセンター方式）

デメリット
• 公平性
（近所に会場がない場合もある）
• コストの増加（団体側）

メリット
• 試験会場が全国にある
• 試験時間・日時を選択できる
• 受験の負担軽減
• 結果の即時性

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

• 「試験日の前倒し」が特徴的であるが、元々の公務員志望者
の試験は従来どおりの日程で実施

• 「試験場所の配慮」により受験生の負担軽減
• ⺠間企業を意識した実施方法とすることで、これまで⺠間企
業に流れていた人材を確保

潜在的な公務員志望者の掘り起こしを狙いつつ、中核人材
は従来どおり採用
大卒新卒を中⼼とした人材確保を戦略的に実施

６ まとめ

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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採用試験の実施方法

会場に設置されたパソコンで受験する「テストセンター方式」を活用する団体が増加中。

５ 会場・場所に着目した実施（テストセンター方式）

デメリット
• 公平性
（近所に会場がない場合もある）
• コストの増加（団体側）

メリット
• 試験会場が全国にある
• 試験時間・日時を選択できる
• 受験の負担軽減
• 結果の即時性

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

採用試験の実施方法

• 「試験日の前倒し」が特徴的であるが、元々の公務員志望者
の試験は従来どおりの日程で実施

• 「試験場所の配慮」により受験生の負担軽減
• ⺠間企業を意識した実施方法とすることで、これまで⺠間企
業に流れていた人材を確保

潜在的な公務員志望者の掘り起こしを狙いつつ、中核人材
は従来どおり採用
大卒新卒を中⼼とした人材確保を戦略的に実施

６ まとめ

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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面接試験の新たな取組み

浅口市企画財政部総務課
藤井 教雅

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

⺠間企業の積極的な採用活動の影響等により
自治体採用試験の受験者数は近年減少傾向

現状と課題

その対策として、専門試験の廃止やＳＰＩ導入等、主に⺠間向けの
試験方式の導入といった見直しを行い、従来型の試験対策を不要と
するなどし、「人物重視の採用」を謳い文句にする自治体が増加

面接試験やグループワーク・プレゼンテーション
等の口述試験の比率が相対的に増加

受験者の
負担増

採用者の
負担増

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

集団面接・個人面接等、採用試験中、複
数回にわたる面接を実施する自治体も多く
、受験者の負担が増大し、受験者減につ
ながるおそれも

面接官の確保、面接スキルの向上、会
場の準備等、採用者側の負担も増大す
る要因となっている

受験者減 事務負担増

受験者の負担増 採用者の負担増

現状と課題

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

●県内自治体職員アンケート結果から
Ｑ：これからの自治体職員としてどのような職員を採用すべきか
・学力はある程度大事だが、それより協調性・臨機応変な対応・快活さを重視すべき。
・聞かれたことに咄嗟に上手く答える能力が欲しい。
・若手は結論を急ぎがちだが、まずは自分で考える姿勢を持った職員が増えてほしい。
・既成概念にとらわれず、柔軟な発想で常に変革を求めていく対応力が必要。
・職員の資質は採用後にいくらでも伸ばせる。適材適所の配置でも能力を活かせる。

etc…

Ｑ：公務員試験を受験した際、受験するのに障害となったことや改善すべきと感じたことは？
○面接について
・遠方だとオンライン面接が設けられていないため旅費がかかる。
・面接が指定された平日に行われるため、日程調整に苦労した。
・面接が何回もあることが、プレッシャーになる。
・⺠間企業の採用試験と⽐較し、面接試験の回数が圧倒的に少ない。
・異なる面接で同じ質問をされることが多々あったので、もう少し質問内容の配分を考慮すべきだと思う。

etc…

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み
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集団面接・個人面接等、採用試験中、複
数回にわたる面接を実施する自治体も多く
、受験者の負担が増大し、受験者減につ
ながるおそれも

面接官の確保、面接スキルの向上、会
場の準備等、採用者側の負担も増大す
る要因となっている

受験者減 事務負担増

受験者の負担増 採用者の負担増

現状と課題

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

●県内自治体職員アンケート結果から
Ｑ：これからの自治体職員としてどのような職員を採用すべきか
・学力はある程度大事だが、それより協調性・臨機応変な対応・快活さを重視すべき。
・聞かれたことに咄嗟に上手く答える能力が欲しい。
・若手は結論を急ぎがちだが、まずは自分で考える姿勢を持った職員が増えてほしい。
・既成概念にとらわれず、柔軟な発想で常に変革を求めていく対応力が必要。
・職員の資質は採用後にいくらでも伸ばせる。適材適所の配置でも能力を活かせる。

etc…

Ｑ：公務員試験を受験した際、受験するのに障害となったことや改善すべきと感じたことは？
○面接について
・遠方だとオンライン面接が設けられていないため旅費がかかる。
・面接が指定された平日に行われるため、日程調整に苦労した。
・面接が何回もあることが、プレッシャーになる。
・⺠間企業の採用試験と⽐較し、面接試験の回数が圧倒的に少ない。
・異なる面接で同じ質問をされることが多々あったので、もう少し質問内容の配分を考慮すべきだと思う。

etc…

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み
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検討の方向性(県内自治体アンケート結果から)
●採用する職員に求めるもの

・協調性
・コミュニケーション能力
・柔軟性、臨機応変さ
・課題解決に向かう姿勢

●背景
・複雑化する業務への対応
・多様化する市⺠ニーズ
・業務量、質に対する人員不足

人間性を見極める試験の重要性
・面接官のスキル向上
・面接官の人選(職位等）
・質問内容の検討
・人間性を見極める内容

副次的な影響
・入庁後のモチベーション向上
・試験準備を通じての自己研鑽
・自治体のイメージアップ(orダウン)

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

これらの状況を解決する可能性のある面接試験の新たな取組みとして
WWeebb面接などを導入し、結果を出している自治体である

神奈川県鎌倉市 ・ 大阪府四條畷市

における先進事例の調査・視察を実施

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み
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先進事例１((四條畷市))
●WWeebb面接導入の経緯
・四條畷市も例に漏れず採用試験の応募者数は低迷

倍率応募者数募集人数実施年度
３.４倍２７人８人Ｈ２７
４.７倍２８人６人Ｈ２８

当時の試験内容
３次試験２次試験１次試験

個人面接集団面接
適性試験

教養試験
小論文

こうした人材確保の課題に対する職員採用の取組み「日本一受験しやすい環境づくり」
として、⺠間の求人情報企業と共同で「採用プロジェクト」を実施(公⺠連携事業)

①テレビ電話によるWWeebb面接の導入
②公務員志望でない者や中途採用者など多様な人材へ積極的アプローチを実施
・教養試験の廃止
・年齢制限の拡大 など

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

先進事例１((四條畷市))
●WWeebb面接導入の効果
①応募エリアの拡大
新型コロナウイルス感染症のまん延前にテレビ電話による面接を導入したことにより、

全国自治体初の取組として報道にも多数取上げられ、平成30年度の採用試験では、
事務職で倍率５０..９倍となった。
• Web面接を導入し、全国どこからでも受験できる環境を整備。中には海外からの受
験者も。当初は対面面接との選択制にし、応募者282人の内67人がWeb面接を
選択。その内21人が近畿圏外から応募。

②応募対象者の拡大
・遠方在住者
・育児中
・在職中

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み
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・２次試験において応募者全員を面接しなければならず、約700人(令和元年度)に対応す
る面接人員及び場所の確保
・対面によらない面接、限られた時間の中で、組織で活躍できる人材をどのように見極めるか

２次試験でのビデオ面接((動画提出))の導入により、完全リモート試験に(令和2年度から)
【ビデオ面接の流れ】
①あらかじめ質問内容を録画(3問程度)し、受験者にＵＲＬとＩＤを送付
②受験者はスマートフォンなどでログインし、設問に対する答えを録画して送信
③面接官(評価目線のすり合せを行った人事課の一般職員)が録画を見て評価を実施

先進事例１((四條畷市))
●応募者急増による新たな課題

●これに対応するため更なる対応の推進

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

先進事例２((鎌倉市))
●録画面接導入の経緯

●録画面接の内容
・採用支援大手企業のWEB面接サービスを使用し、録画面接を実施
①受験者に課題(志望動機・自己ＰＲなど)を提示
②指定した時間内(各30秒)で受験者が動画データを作成しアップロード
③ 試験官が動画視聴し採点

・神奈川県や横浜市など、近隣自治体との競争が激化する中、令和2年度から導入して
いた１次試験でのWEB適性検査に加え、令和6年度から｢録画面接｣を導入

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

【受験者のメリット】
・時間と場所に縛られずに受験できる
・スマートフォンでも簡単に利用できる

【採用担当者のメリット】
・時間と場所に縛られずに選考ができる
・仕事の合間やテレワークでの選考も可能
・面接官複数名での選考であっても複数名が揃って見る必要はない
・会議室など、面接会場の設置が不要
・書類選考よりも選考の質が高い(動画提出には手間がかかるため)
・書類選考よりも合格者の辞退率が低い(動画提出には手間がかかるため)
・完全リモートでの選考ができるため、新型コロナウイルス感染症対策等にも対応可能

●完全リモート試験((WWeebb面接・ビデオ面接))のメリット

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

・動画であるため、コミュニケーション能力は評価できないが、主体性・協調性・組織適応能力・
業務遂行能力・表現力・意欲・人柄などは一定評価することができるものと考えられる。

★面接試験のあり方
県内アンケート結果でも面接試験を重要視すべきとの意見が多く見られた。
面接試験で測れるものは受験者の倫理観や仕事への態度・ポテンシャルなど、後天的に獲

得し難い能力であると考えられるため、採用試験において面接は必須と言える。
「人物重視」したいがために面接試験に重きを置くと、受験者・採用担当者ともに負担が

増し、それによりさらに受験者減にもつながりかねない。
この問題を解決するための手法として、受験者・採用担当者の双方にメリットのあるWWeebb面

接や、動画提出によるビデオ面接は、有効な方法の一つとなり得ると見込まれる。

●完全リモート試験((WWeebb面接・ビデオ面接))の評価

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み
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【受験者のメリット】
・時間と場所に縛られずに受験できる
・スマートフォンでも簡単に利用できる

【採用担当者のメリット】
・時間と場所に縛られずに選考ができる
・仕事の合間やテレワークでの選考も可能
・面接官複数名での選考であっても複数名が揃って見る必要はない
・会議室など、面接会場の設置が不要
・書類選考よりも選考の質が高い(動画提出には手間がかかるため)
・書類選考よりも合格者の辞退率が低い(動画提出には手間がかかるため)
・完全リモートでの選考ができるため、新型コロナウイルス感染症対策等にも対応可能

●完全リモート試験((WWeebb面接・ビデオ面接))のメリット

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み

・動画であるため、コミュニケーション能力は評価できないが、主体性・協調性・組織適応能力・
業務遂行能力・表現力・意欲・人柄などは一定評価することができるものと考えられる。

★面接試験のあり方
県内アンケート結果でも面接試験を重要視すべきとの意見が多く見られた。
面接試験で測れるものは受験者の倫理観や仕事への態度・ポテンシャルなど、後天的に獲

得し難い能力であると考えられるため、採用試験において面接は必須と言える。
「人物重視」したいがために面接試験に重きを置くと、受験者・採用担当者ともに負担が

増し、それによりさらに受験者減にもつながりかねない。
この問題を解決するための手法として、受験者・採用担当者の双方にメリットのあるWWeebb面

接や、動画提出によるビデオ面接は、有効な方法の一つとなり得ると見込まれる。

●完全リモート試験((WWeebb面接・ビデオ面接))の評価

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会面接試験の新たな取組み
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新たな採用試験の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

新たな採用試験の試み

玉野市総務部人事課
山本 敏也

新たな採用試験の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 現状

自治体を取り巻く環境は厳しい状況に

R05.12.22  人材育成・確保基本方針策定指針
「人材確保」 の視点が加えられた。

「人材確保」 の重要性の表れ。
・公務の魅力の発信
・多様な試験方法の工夫
・多様な人材の採用
・外部人材の活用
・都道府県等の支援新たな採用試験の試み

人材不足 × 業務の多様化・複雑化
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新たな採用試験の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 現状

試験「手法」の検討

試験「区分」の検討

●今まで
試験「内容」の工夫

・筆記試験（教養・専門）
・面接試験（個別・集団）
・適性検査（能力・性格）
・作文
・プレゼンテーション etc…

●これから

・テストセンター方式
・ＷＥＢ方式
・通年採用
・共同実施 etc…

・社会人
・ジョブ型
・キャリアリターン etc…

加えて…

試験内容の枠を超えた、
大きな視点での検討が必要な時代に

人材確保に向けてやるべきはそこではない
「処遇改善」「働きやすい環境づくり」

根本的な部分の向上・改善に
リソースを割くべき

新たな採用試験の試み
Ⅱ 検討の方向性

●人間性
・協調性
・コミュニケーション
・柔軟性、臨機応変さ
・課題解決に向かう姿勢

●基礎能力
・数的処理
・資料解釈
・文章理解

●知識
・一般教養
・専門知識

そ
の
試
験
で
何
を
測
る
べ
き
か

人
材
確
保
に
向
け
す
べ
き
こ
と

・人材不足 ・他自治体との競合
・⺠間の採用前倒し

※ 日程競争の激化 ※

⺠間の流れに公が乗るべきことか？
県・国といった広い視点で見たとき、
全体の利益を損なっていないか？

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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新たな採用試験の試み
Ⅲ 新たな採用試験の試み ・・・ 試験手法・区分

・受験者の負担軽減
・多様な人材の受験機会創出 ※他団体との差別化が主目的ではない

＜ねらい＞

●通年実施
四半期ごとに期間を区切る等により、年間を通じて募集・試験を実施。

いつでも受験可能という認識が広がり、受験者確保へ。
一般的な就職活動の流れに合わない人材の受験機会を創出。
特定の時期に集中し、他の時期は閑散としている例も…

●キャリアリターン採用
１度退職した職員を再度採用する。⺠間では「アルムナイ採用」などとも。

既に業務を理解している即戦力。離職中の経験を上乗せした活躍を期待。
人材不足・ニーズ多様化への対応手法として認識が高まっている。

アルムナイ ＝卒業生、同窓生

まだまだ実績に乏しい。今後、定着していくか…

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

様々な業務への従事が前提のいわゆる正規職員には不向きか…
職員の任用制度の整備と合わせた運用が必要。

新たな採用試験の試み
Ⅲ 新たな採用試験の試み ・・・ 試験手法・区分

特定の分野に特化した人材が必要な場合に、専門能力を有する人材を採用。
●ジョブ型雇用

その時々に応じて必要な人材を確保できる。ＤＸ分野などに親和性が高い。
特定業務の任期付職員に向く。

複数の団体により採用試験を合同で実施。
●共同実施

小規模な自治体にとって受験者確保の期待。
受験者の負担軽減。全体としてのロスの削減。

テストセンター方式が力を発揮

実施体制・費用負担・試験内容など、調整事項が多く課題は多い…
共同実施のメリットが十分に発揮されていない事例が多い…

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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新たな採用試験の試み
Ⅲ 新たな採用試験の試み ・・・ 「共同実施」
●令和６年度の事例
実施団体

参加団体申込先とりまとめ
その他共同範囲受験可能

広島県
１０市町広島県広島県
災害復旧にあたる土木技術職の募集１次試験（面接）会場３団体まで

東総地区広域市町村・一部事務組合（千葉県）
３市・２団体（消防組合・水道企業団）受験希望の団体事務組合

１次試験（筆記）会場１団体かつ１職種のみ
山武郡市広域行政組合（千葉県）

６市町・３団体（行政組合・水道企業団）受験希望の団体行政組合
１次試験（筆記）会場１つのみ

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

新たな採用試験の試み
Ⅲ 新たな採用試験の試み ・・・ 「共同実施」
●令和６年度の事例
実施団体

参加団体申込先とりまとめ
その他共同範囲受験可能

奈良県
県・７市町村奈良県奈良県
土木技術職の募集１次試験（筆記）会場３団体まで

特別区（東京２３区）
特別区・３団体（事務組合）特別区人事委員会特別区人事委員会
合格者名簿は３年間有効（採用希望年度を選択可）
名簿登録のち、申込時の希望団体に合格者を提示
各団体で面接の後、内定

１次・２次・名簿登録第３希望まで

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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新たな採用試験の試み
Ⅲ 新たな採用試験の試み ・・・ 「共同実施」
●令和６年度の事例
実施団体

参加団体申込先とりまとめ
その他共同範囲受験可能

南信州広域連合（⻑野県）
６市町村飯田市飯田市
保健師の募集１次試験（ＳＰＩ）WEB６団体まで

・ 「申込先が各自治体」「受験可能数が限られている」など、
共同実施の良さが十分に発揮できていない状況も。

・ 東京２３区は組織力が⽐較にならず、国家公務員の採用試験並の体制。
この中間が理想的＝ひと昔前の大学入試センター試験
・申込先を集約
・合否判定せず、得点を持って希望自治体へ申込み

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

新たな採用試験の試み
Ⅳ 事例に学ぶ ・・・ 神⼾市視察 R06.10.09

適性検査方式
基礎的能力・専門試験方式
デザインクリエイティブ枠
通年枠
キャリアリターン型
テストセンター方式
ＷＥＢ面接 etc…

全ての区分・手法が 「どんな人材を求めるか」 から成り立っている。
結果として様々な区分・手法によることとなった。

区分・手法

社会人・⺠間希望者
→ 特別な対策を不要に

就職活動の時期に合わない人材
→ 通年採用

公務員にいないような人材
→ デザイン・クリエイティブ枠

緻密なターゲッティング

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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新たな採用試験の試み
Ⅴ まとめ

限られた人材で
多様な業務を遂行

人材確保の手法
＝採用手法の見直し

採用手法・区分の検討

求める人材の明確化 「どんな人材を求めるか」が最重要

その人材を獲得するには
どのような手法を取ればよいかは

必然的に導き出される

多様な人材の確保により
限られた人材での自治体運営が可能に

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

各自治体の最適化 広域の最適化

県 内 自 治 体 職 員 ア ン ケ ー ト
人 材 マ ネ ジ メ ン ト 研 究 会 報 告

・テストセンター方式
・ＷＥＢ面接

・共同実施
・自治体間の日程調整 etc…

・初任給 ・昇任 ・休暇 ・勤務時間 ・人員配置 ・人事評価 ・研修 etc…

・適性検査方式
・動画面接 etc…

ク リ ー ン な 人 材 確 保 ・ 採 用 活 動
処遇改善・職場環境整備

・求める人材の明確化
・財政的制約や人的制約を加味し、
数ある手法からベストミックス

・日程競争からの解放
・本来向けるべき方向への
リソースの集中

新たな採用試験の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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本来、注力すべき所に注力し改善を進め、そこで勝負する。
「クリーン」 かつ 「あるべき形」 の人材確保

人材確保 の岡山 モ デ ル
連携・協力して築き上げ

！ ！ 全 国 へ 発 信 ！ ！

岡山から全体の利益の創出・拡大を

新たな採用試験の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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受験者獲得の試み
津山市総務部人事課

植原 ⻯⼆

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

◎私たち公務員にとってとても悲しい現実

●国家公務員一般職 申込者が過去最小
2024年度の国家公務員試験で現行の試験が始まった12年度以降最小に

●地方公務員の採用試験、過去3年で最も低い5.2倍 23年間で競争率半減
1999年度は14.9倍だったが、約20年で半減以下に

公務員に魅力が無いか、公務員が知られていないか、はたまた、嫌われているのか。

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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◎公務員になりたいと思ってもらうためにどうするのか

●公務員の仕事を知ってもらう。（公務の尊さを知ってもらう）

工夫をして、少しでも振り向いてもらう必要があるのは間違いのない事実。

●処遇を良くする。

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

◎処遇を良くする（処遇改善）
私たち公務員の処遇は、人事院勧告（人事委員会勧告）によって決定
●バブル崩壊後の⻑引く不景気で、マイナス勧告が⻑く続き、処遇は悪化の一途

●ここ数年は、⺠間企業の給与の状況が好転し、連続してプラスの勧告が出さ
れ、令和６年度の人事院勧告は、約30年ぶりとなる高水準のベースアップ

●やっと、公務員の処遇の改善が進みだした！？

・2005年「給与構造改革」 2014年「給与制度の総合的見直し」
・過度な公務員バッシング？！

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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◎処遇改善の先行事例
大阪府和泉市の給与制度改革『全国一の初任給給与に』

内 容項 目
上司と部下で逆転しない給料月額の設定
（※級の最高額と最低額での逆転減少の解消）

給料表の改定

大卒、高卒において、全国最高額
大卒 １ー５２ ２２８，１００円
高卒 １ー３２ ２０６，６００円（令和５年度時点）

初任給の引上げ

主任級の役職加算を０％へ期末勤勉手当の改定
全ての役職で管理職手当を増額管理職手当の改定
調整額対象期間１０年（１２０月）退職手当の改定
上位区分の上限割合を１５％から２５％へ拡大
下位区分における勤勉手当の反映幅を縮小

人事評価制度の改定

市内居住者の住居手当を増額し、職員の市内居住を促進住居手当の改定
大阪府よりの
助言で変更

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

●全国一の初任給給与にし、採用意欲を高めるため

●働きたい人に魅力ある処遇に見せるため

●在職職員を含め、仕事へのインセンティブを与えるため

●持続可能な組織体制づくりのため

◎制度改定の目的

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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公務員への志願者が減った原因の一つに、公務員の魅力が伝えきれ
ていない事も大きな要因であり、自らが積極的な発信を行う必要がある
のではないか。

◎公務員の魅力の発信

※公務の魅力とは
・地域に住む人々の暮らしを向上させる仕事である。
・多くの人に影響を与える仕事である。
・後世に残る仕事である。

等々

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

◎県内アンケート（一部抜粋）
・受験者の大半は、InstagramなどのSNSで情報収集やコミュニケーションを日常
的に行っている世代です。時代にあわせ、SNSを活用したPR方法が効果的では。

・YouTube広告などを積極的に活用すべきでは。求人情報サイト、ニュースサイトな
どにターゲティング広告を掲載

・短期間、会計年度任用職員として勤務を体験できる機会を作ってみてはどうか。

・小、中学校にもガイダンスも行い、職業体験をもっとたくさん、定期的に行うべき。

・転職サイトのサービスを活用した採用を行うべき。
等

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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●SNSやインターネット等での情報発信

◎公務員の魅力の発信の手法

●インターンシップ等での情報発信

Facebook、Instagram、X（旧Twitter）等の活用

大学生等が職場体験を通じ、仕事内容の発信

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

◎SNSやインターネットでの情報発信
SNSでの情報発信のメリット
・ 気軽に情報発信ができる
・ 興味関⼼がある情報を収集できる
・ 情報のスピードが速い
・ 幅広い人に発信ができる 等

有効な公務員の魅力を発信する手段であるのは間違いない！？

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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◎公務員の魅力の発信の先行事例
神奈川県鎌倉市の採用プロモーション
●鎌倉市職員採用公式X【旧Twitter】での発信

・採用試験情報
・採用関連のイベント等の情報

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

●職員採用プロモーション動画での発信

・新入職員の仕事紹介
・市職員としてのやりがい
・上司、先輩からの新入職員への期待
・鎌倉市の魅力について

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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●職員採用案内パンフレットでの発信

・トップ（市⻑）メッセージ
・鎌倉市の将来目標
・新入職員のインタビュー
・入庁後のキャリアプラン
・勤務労働条件

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

◎四條畷市の⻑期インターンシップ制度（平成２９年度から）
●目 的
外部人材として大学生を登用し、行政の枠組みの囚われず、変革を

起こすことを目的
（※有給で対応）

●対象者
・大学・大学院・専門学校に在学中
・平日のうち、週３日以上勤務可
・６ヶ月以上勤務可

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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◎四條畷市の⻑期インターンシップ制度
●インターンシップの成果
８期１８人のインターンシップ生が業務に従事

・大阪府立四條畷高等学校写真部と
『四條畷MiNimap』作成

・規格外野菜でキーホルダー作り！？
商店街で家族の思い出作りませんか？

・SDGｓの取り組み〜フードドライブ編

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

●目 的
学生の就労意欲を醸成し、主体的な職業選択の契機となる就労体験の場

を提供し、次代を担う学生が社会へ進出するための成⻑を支援することを目的

◎鎌倉市インターンシップ制度（※令和６年度）

●対象者
学校教育法における大学院・大学・短期大学・専門学校における学生であ

り、令和8年3月31日卒業予定の者
鎌倉市とインターンシップに関する覚書を所属校が締結することが可能な者

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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インターンシップの内容（３日間：抜粋）
◎鎌倉市インターンシップ制度（※令和６年度）

内 容職 種
広報かまくら・ホームページ等の広報活動、報道関係広報か
まくら・ホームページ等の広報活動、報道関係

事務職

災害対策、危機管理事業事務職
福祉センター管理事業、給付金事務、生活困窮者自立支
援、生活保護法による保護の決定、ひきこもり支援、健康
づくり事業

事務職

文化財の指定、保存、活用、発掘調査事務職
都市景観形成、屋外広告物、風致地区内行為許認可建築又は事務
道路整備事業、道路の補修工事、公共下水道及び河川
施設に関する企画、建設、維持管理

土木

緑地の保全、公園の整備・維持計画、がけ地対策土木又は事務

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

◎鎌倉市採用プロモーション
●効 果
採用者のうち「プロモーション動画」の視聴割合

令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度
６０％５２％６４％８３％

様々な手法を用いることで、
新たな鎌倉市の採用活動につながっている。

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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◎人事院の認識
国家公務員の人材確保の現状は、依然として危機的状況にある。
・勤務環境や給与面で魅力の低下
・働き方やキャリア形成に対する若年層の意識の変化 等

処遇の改善 採用手法
の見直し

職員の
成⻑支援

時代に即した
働き方の推進

より良い公務
職場の実現

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

・新卒初任給や若年層の俸給月額を大幅に引上げ
・職責重視の体系に刷新。重い役割に見合う処遇を確保
・俸給月額の最低水準引上げ､隣接する級間の俸給月額の重なり解消な
どにより､昇格時に給与が大きく上がる仕組みの導入
・成績優秀者は昇給により更に大きな給与上昇を確保

◎人事院勧告

公務員の処遇を良くすることで、人材の確保にようやく動き出した。

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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◎BUZZ MAFF（ばずまふ）
（ほぼ毎日更新！）

・農林水産省の有志若手職員による、日本の農林水産物の良さや農
林水産業、農山漁村の魅力をSNSを用いて発信するプロジェクト

・BUZZ MAFFは、農林水産省の仕事を可視化し、省のイメージを変えるこ
とに成功

・職員の採用に影響を及ぼしている！

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

◎まとめ
公務員志望者を増やすためには、処遇の改善も必要であるが、「公務の

尊さ・魅力」を知ってもらうことが重要である。
２０００年以降の公務員を取り巻く環境は、日本社会全体の閉塞感

も相まって、社会から非常に厳しい目線で見られてきた。いわれもない批判も
受けてきた。

このような状況が⻑年続いた事で、公務員に魅力を見いだせず、公務員
志望者は減り続けてきたのは間違いないのではないか。

私たちもそのような状況を自虐的に捉え、諦めてきたことにも責任があるよ
うに思う。

これからは、様々な機会を捉えて、私たちの「仕事の尊さ・魅力」を発信し
続け、公務職場を希望のある職場にするべく、取り組みを行わなければなら
ない。

受験者獲得の試み 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会
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職員が求める職員像 岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

職員が求める職員像

真庭市総務部総務課
山﨑 哲央

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 職員像
○コミュニケーション能力
意見の中で最も多く目についたものが「コミュニケーション」に関する内容である。その内容は幅広く、電

話や窓口対応のような住⺠とのコミュニケーション、チームワークや協調性を高めるための職員同⼠でのコ
ミュニケーションのように多岐にわたるものであった。

職員が求める職員像

良好な人間関係を構築できる人材

【主な意見】(※アンケート結果は一部分を抜粋し、原文のまま掲載しています。)
・窓口や電話で、相手の話を正しく聞き、気持ちよく会話をして、事務処理を行う能力
-60歳代、事務職、一般職員(非役付職員)-

・チームで仕事をしていくうえで、コミュニケーションが取れる職員が必須
-30歳代、事務職、一般職員(非役付職員)-

・市⺠をはじめ職員同⼠も含めて、良好な人間関係が作れる能力が必要である
-50歳代、事務職、管理職(管理職手当受給者)-
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岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 職員像
○基本的な事務処理能力

その人が持つ能力という点で基本的な事務処理能力を求める意見である。内容としては、文書作成
や読解力のような基礎的な能力のほかに、パソコン(エクセルやワードなどのアプリケーションソフトを含む。)
のようなツールを最低限使える能力を求めるものであった。

事務処理能力のある人材

【主な意見】
・文書や資料を収集し、読み解く力、文書作成能力、言語化して伝える能力は必要

-50歳代、事務職、監督職(その他の役付職員)-

・デジタル化の目覚ましい進展に伴い、デジタル機器の基本操作や情報セキュリティの知識等は必須
-30歳代、事務職、一般職員(非役付職員)-

職員が求める職員像

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 職員像
○仕事に対する心構え

その人が持つ能力を最大限発揮し、能力をさらに伸ばすことにつながる仕事に対する⼼構えに関する
内容である。その内容は、自身が思うような結果にならなくても前向きに取り組み、自己研鑽ができる人
材を求めるものであり、⺠間企業でも共通するようなものであった。

職員が求める職員像

前向きな人材

【主な意見】
・業務遂行に伴い満足な成果、結果が得られなくても前向きに業務継続できる人材

-50歳代、専門職(保健師、保育⼠、栄養⼠など) 、管理職(管理職手当受給者)-

・学ぶ姿勢のある人材、考え方が柔軟な人材は、一緒に仕事もしやすいですし、伸びしろもある
-50歳代、専門職(保健師、保育⼠、栄養⼠など) 、監督職(その他の役付職員)-

・自治体職員であろうと無かろうと、基本的には自己学習可能な人間
-40歳代、事務職、一般職員(非役付職員)-
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岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 職員像
○公務員としての心構え

公務員としての⼼構えを求める意見もあった。その内容は、自治体職員としての目標を見出している
人材や自治体への貢献意欲のある人材のようなものであった。また、災害発生時に住⺠の安全・安⼼の
ために率先して力を発揮できる人材を求める意見もあった。

職員が求める職員像

公務員として自覚のある人材

【主な意見】
・自治体職員としてのやりがいや目標を自分なりに見出してから受験する人材が必要

-30歳代、事務職 、一般職員(非役付職員)-

・公務員として自治体へ貢献したいと強く考えている責任感の強い者
-30歳代、事務職 、一般職員(非役付職員)-

・市町村職員の最も重要な役目は災害発生時の対応だとちゃんと理解している人
-40歳代、事務職、管理職(管理職手当受給者)-

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 職員像
○人間性を重視したもの

その人が持つ内面的な要素(人間性)に着目した意見もあった。その内容は、素直さや謙虚さといった
人間性に関わる部分を求めるものであり、仕事に必要なスキルは意欲があれば身につくので人間性を重
視した方がよいといった趣旨の意見であった。

職員が求める職員像

人間性の高い人材

【主な意見】
・素直な人、謙虚な人、我が強すぎない人を採用したほうが良いと思う。

-40歳代、技術職(土木、建築、機械、電気など) 、監督職(その他の役付職員)-

・勉強がよくできる人であっても、人として欠けているものが大きければ、その後の業務に支障が出る。
-50歳代、専門職(保健師、保育⼠、栄養⼠など) 、管理職(管理職手当受給者)-

・仕事のスキルは意欲があれば身についてくるので、人間性が重視されるべきだと思います。
-20歳代以下、事務職、一般職員(非役付職員)-
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岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

Ⅰ 職員像
○高度な知識や技術を持つ者
その人が持つ高度な知識や技術に着目した意見もあった。その内容は、法律分野や土木技術、デジ

タル技術を持った職員を求めるようなものであった。

職員が求める職員像

専門性を備えた人材

【主な意見】
・法律や条例など、何らかの根拠に則って行われることがほとんどなので、法学は欠かせないのでは
-40歳代、事務職、監督職(その他の役付職員)-

・職務執行に必要なリーガルマインドを備えた職員（法律科目は必須であると考えます。）
-30歳代、事務職、一般職員(非役付職員)-

・土木・エッセンシャルワーカー等の既存の専門職に加えて，ＳＥ等のシステム担当のデジタル人材
-30歳代、事務職、監督職(その他の役付職員)-

岡山県市町村振興協会
人材マネジメント研究会

２ まとめ
○職員が求める職員像

・コミュニケーション能力が高く、良好な人間関係を構築できる人材

・文章の作成や読解力、最低限のパソコン操作スキルのある事務処理能力のある人材

・入庁後に知識やスキルを伸ばすことができる前向きな人材

・地域への貢献意欲や災害時の対応など公務員として自覚のある人材

・素直さや謙虚さといった人間性の高い人材

・土木、保健師などの専門職に加え、法律やデジタル分野などにおいてより専門性の高い人材

職員が求める職員像
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地方公務員の採用戦略 

圓生和之 

 

１ はじめに 

岡山県市町村振興協会の 2024 年度の研究会は、「人材マネジメント」を研究テーマとし

て企画された。研究会では、現下の地方自治体の人材マネジメントにおいては「人材育成」

とともに「人材確保」が最大の課題であるとの認識から、「地方自治体の人材確保」を研究

することとされた。人口減少社会に入り、生産年齢人口が減少する中、官民を問わず人材

獲得競争の激化が進んでいる。一方で、行政課題は複雑・多様化が進んでいる。こうした

中で、「人材確保」が人材マネジメントにおける最大の課題の一つであると考えられたもの

である。 

 

（１）人材マネジメント 

 「人材マネジメント」という言葉は、ＨＲＭ：Human Resource Management の訳とされ

るが、地方公務員制度に関わる分野では、既に定着している「人的資源管理」ではなく、

「人材マネジメント」の語が用いられることが多くなっている１。そしてその意味として

は、例えば総務省の研究会の報告書では次のように定義されている。「組織理念の実現に向

けて、組織目標を達成するために、職員の能力を最大限に引き出し、発揮させ、職員の成

長が組織力の向上につながるよう、採用、育成、評価、配置、処遇などを戦略的に実施す

ること」とされている２。 

 人口減少社会において職員も減少していかざるを得ない状況の下で、職員の能力を最大

限に引き出し、職員の成長が組織力の向上につながるよう、人事の作用を戦略的に実施す

る、そうした視点で人事を展開することの重要性を強調したものと考えられる。 

 

（２）地方自治体の人材確保 

 当研究会が企画された際、折しも総務省からは「人材育成基本方針策定指針の改正につ

いて」という通知が発出されたところであった（2023 年 12 月 22 日付公務員部長通知）。 

この通知では、時代認識として、少子高齢化の進展・生産年齢人口の減少、個人のライ

フプラン・価値観の多様化、大規模災害・感染症などの新たなリスクの顕在化、デジタル

社会の進展等、地方公共団体を取り巻く状況が大きく変化しているとしている。 

その上で、今後、若年労働力の絶対量が不足し、経営資源が大きく制約されること等が

想定される中、複雑・多様化する行政課題に対応する上で、各地方公共団体における人材

育成・確保の重要性は従前にも増して高まっているとしている。 

 
１ 辻琢也(2022)「超高齢・人口減少時代の地方公共団体における新たな人材マネジメント構築に係る覚書」『地方公

務員月報』第 704 号.pp.2-25.ほか。 
２ 総務省(2022)「地方公共団体の人材マネジメントの方策に関する研究会令和３年度報告書」p.7. 
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いて」という通知が発出されたところであった（2023 年 12 月 22 日付公務員部長通知）。 

この通知では、時代認識として、少子高齢化の進展・生産年齢人口の減少、個人のライ
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そして、従来の「人材育成基本方針」を改正する際の新たな指針として、「人材育成・確

保基本方針策定指針」が示されている。つまり、「人材育成」とともに「人材確保」の重要

性が強調されたことになる。 

 

（３）地方公務員の採用戦略 

こうした状況を踏まえ、当研究会では「人材確保」に焦点をあてて研究を行うこととさ

れた。また、研究生が県内市町村の人事担当課の職員で構成されていることに鑑み、人事

行政の実務に直結した研究とすることに重きを置き、人材確保の中でも外部人材の活用や

外部委託等ではなく、職員の「採用」に着目した調査・分析を進めることとされた。換言

すれば、「地方公務員の採用戦略」を模索する研究といえるであろう。 

 

２ 調査・分析の概要 

 研究にあたっては、（１）先行研究の分析、（２）先進事例の調査、（３）県内市町村職員

アンケートの実施により進めることとされた。この研究方法についても、実務に直結した

研究をという趣旨から、学術的な理念や政策論を学ぶことよりも、実態調査や先進事例の

調査・分析に重点を置くこととされた。 

 

（１）先行研究の分析 

ここでも、学術文献もさることながら、実務に直結した分析が進められた。 

総務省から上述の「人材育成・確保基本方針策定指針」が示されるのに先立ち、総務省

の研究会の報告書として「人材育成・確保基本方針策定指針に係る報告書(2023.9)」が公

表され、地方自治体の人材育成・確保についての基本的な考え方が示されている。 

また、この報告書に至るまでにも研究会が設置され「地方公共団体における人材マネジ

メントの方策に関する研究会報告書(2022.3)」などの報告書が公表されており、これらを

集約する形で、「地方公共団体における人材マネジメント推進のためのガイドブック

(2023.3)」も出されている。 

これらの内容を精査し、総務省が全国の自治体の状況として把握している人材確保のた

めの人事施策の現状認識を共有することに努めるとともに、これらの報告書等で紹介され

ている「先進事例」については当該自治体の職員採用の募集要項等を入手することなどに

より、詳細な情報の入手に努めた。                      

  

（２）先進事例の調査 

 上記（１）の既存の報告書等で入手した先進事例の情報に加え、その他の先進的な取り

組みを行っている自治体についても情報の収集に努めた。とりわけ採用試験の「早期実施」

については全国の先進事例の情報収集を行った。 

 そのうえで、さらに詳細な内容を知る必要が感じられた先進事例については、現地調査

 
 

を実施することとした。現地調査には、研究生が分担して現地に赴いてヒアリング調査を

実施したものと、先進自治体に来訪を依頼し研究生全員でヒアリングしたものがある。協

力を得た先進自治体は次のとおりである。 

幅広く多彩な試験区分を展開するなど先進的な取り組みを進めている例として神戸市、

総務省の報告書などでは紹介されていないものの「日本一高い初任給」といったインパク

トの強い打ち出しで話題を呼ぶなど意欲的な取り組みを行っている例として大阪府和泉市、

Web 面接・動画面接などの取り組みとともに幅広い採用プロモーションを展開している例

として鎌倉市・四條畷市、そして、県内の代表的事例として倉敷市、の各市である。調査

に協力していただき、さまざまな示唆をいただいたことに改めて感謝の意を表したい。 

 

（３）県内市町村職員アンケートの実施 

岡山県内の市町村職員にアンケート調査を実施した。県内の市町村の人事担当課の協力

を得て、モニターとしてアンケートに協力してもらえる職員を募り、職員の方から直接回

答を得る方式でアンケート調査を実施した。 

県内の 27 全ての市町村からの参画を得て、県内の市町村職員 1,975 名から回答を得た。

回答者の属性をみると、年代別では、ほぼすべての年代から万遍なく回答が得られたほか、

職位別でも、一般職員が多いものの(57%)、管理・監督職からも多くの回答が得られた(27%・

14%)。職種別でも、事務職が多いが(72%)、技術職・専門職からも回答を得ている(13%・12%)。 

アンケート調査の実施にあたり、各市町村の窓口になってくださった人事担当課の皆さ

ん、そしてアンケートに回答をしてくださった職員の皆さんに厚く御礼を申し上げたい。 

 

３ 研究成果から得られた知見と考察 

研究成果としてまとめられた当研究会の報告について、詳細は前章の各研究生からの報

告に譲ることとし、いくつかの特徴的なポイントについて改めて得られた知見を確認し、

若干の考察を行いたい。 

 

（１）採用試験の実施方法 

採用試験の実施方法として、試験日程を前倒しする早期実施などの「実施時期」、テスト

センターなどを活用した「実施場所」に着目した報告がなされている。 

 とりわけ採用試験の「早期実施」については、全国の自治体の動きが急速に進んでいる

状況にあるため、ここで取り上げて考察したい。 

 受験者の中心的な存在である新規学卒者については、就職活動のスケジュールの早期化

という現実が大きく影響している。政府が示している指針では、大学３年次の最後の３月

から企業は広報活動開始、４年次に入った６月から選考開始とされている。 

しかしながら、インターンシップやキャリア教育といわれる活動が早期に盛んに行われ

ており、民間企業の就職活動では早期に内々定が出されているという情報もある。就職等
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人材情報サービス会社で大学生の登録者数最多のマイナビの調査によれば、本来は就職活

動の開始時期とされている大学３年次の最後の３月１日の時点で既に内々定を得ている学

生は全体の３分の１を超えており、６月中旬には８割超となっているという３。 

 こうした動きを受けて、公務員の採用試験についても、まず国家公務員について人事院

は、国家公務員総合職・専門職・一般職のいずれも採用試験の申込受付を２月からとして

いる。また、試験日程も総合職では３月、専門職では５月としており、政府の指針にある

選考開始時期より早期となっている。 

 また地方公務員についても、前章の報告のとおり早期化の動きが進んでいる。これらの

動きは、主に次の３つの方向と整理できるのではないか。 

 第１に、試験区分の一部を早期化するものである。試験区分を複数化し、従来の教養試

験・専門試験等を含む採用試験は統一試験日等に実施する一方で、別の試験区分としてＳ

ＰＩ３等の適性検査を実施し、後者を早期に実施する方式である。前者を６月、後者を３

月に実施している横浜市等が該当するもので、この例は近年増加している。 

 第２に、採用試験を適性検査と面接のみとし早期化するものである。統一試験日等の制

約がある従来の教養試験・専門試験等を含む採用試験は廃止し、ＳＰＩ３等の適性検査と

面接による採用試験に一本化し、これを早期に実施する方式である。現地調査による事例

報告のあった大阪府和泉市も、適性検査としてＳＣＯＡを使用し２月に実施している。こ

の例も増加傾向にある。 

 第３に、教養試験・専門試験等の試験日を独自に早期化しているものである。従来どお

り教養試験・専門試験等を含む採用試験を実施しているものの、その時期を（統一試験日

等の制約を取り払い）独自に早期化する方式である。かねてから問題作成を独自に行って

いた団体や、問題作成を早期化するための特別の措置を講じた団体に見られる。この例は

東京都特別区や愛知県などであるが、現時点では少数にとどまっている。 

 以上のような動向を踏まえた検討が必要になっている。政府が示している就職活動のス

ケジュールに関する指針を尊重することは重要である。その上で、現下の現実にも目を向

け、総合的な判断の下、的確な対応が求められる。 

 

（２）筆記試験のあり方  

岡山県内の市町村で実施されている既存の筆記試験の方式として、教養試験・専門試験・

適性検査のあり方についてアンケート調査の結果を分析し報告されている。  

 アンケート調査では、これまでの採用試験で問われている知識について、日頃の職務で

必要となったことはあるかを尋ねている。そして、それを踏まえて、採用試験でそのよう

な試験を課すべきかどうかについての意見を求めている。 

教養試験については、日頃の職務で必要となった知識等について、それに対応した試験

 
３ マイナビ(2024)「2025 年卒大学生活動実態調査」https://career-research.mynavi.jp/reserch/20241022_87356/

（2025.2.15 最終アクセス） 

 
 

を課すべきとする意見が多い傾向が認められた。すなわち、知識分野では、社会科学の知

識は日頃の職務で必要となった人が多く、試験を課すべきとする人も多い。一方、自然科

学と人文科学の知識は日頃の職務で必要となった人が少なく、試験を課すべきとする人も

少ない。基礎能力の分野では、数的処理・資料解釈・文章理解のいずれも、日頃の職務で

必要となった人が多く、試験を課すべきとする人も多い。 

一方、専門試験については、日頃の職務で必要となった知識等について、それに対応し

た試験を課すべきとする意見が少ないという傾向が見られた。すなわち、法律分野では多

数の人が、経済分野・行政分野でも約半数の人が、日頃の職務で必要となったとしている

ものの、採用試験でそうした専門試験を課すべきとする人は少ない。特に法律分野は顕著

で、日頃の職務で必要となったことが全くないと答えた人は極めて少なく、ほとんどの人

が何らかの形で日頃の職務で必要となっている。それにも関わらず、それに対応した専門

試験を課すべきとする意見は少ない。極めて興味深い結果である。 

このアンケート調査の結果をどう捉えるべきか。採用試験の多様化が進んでいる現時点

においても、都道府県と政令指定都市のほとんどでは専門試験を課す試験区分が置かれて

いることなども踏まえ、そうした必要とされるスキルをもった職員の確保・育成について、

いま一度、議論・検討をすべきではないかと考える。 

 

（３）面接試験のあり方 

面接試験のあり方と面接の新たな取り組みについて報告されている。  

 面接の新たな取り組みとしては、先進的な取り組みを進めている鎌倉市・四條畷市の現

地調査を踏まえ、Web 面接（オンライン面接）や録画面接（動画面接）の事例が報告されて

いる。民間企業での取り組みも進んでおり、単に効率性を求めたものではなく、選考の主

旨を達する効果が期待できるものとして興味深い。 

近年、地方公務員の採用試験は、さまざまな面で大きく変化し、多様化している。筆記

試験は、従来の公務員試験では当たり前であった専門試験や教養試験を見直す動きも多様

に展開されている。しかし、面接試験をなくしてしまうような例はほとんどない。 

むしろ、「人物重視」として面接を重要視する傾向はますます強まっているといえるだろ

う。民間企業の採用活動と同様、適性検査のあとは面接を繰り返す、そこでは面接が重要

な意味を持つ。一方、従来と同様に専門試験や教養試験を課している団体でも、「人物重視」

の要請は強まっている。 

 今回の研究会では、採用全体について分析を行ったため、面接だけを大きく取り上げて

分析することはできなかったが、面接の充実は採用における最重要課題といって良いであ

ろう。 

 学術的な先行研究によれば、「構造化」した面接が妥当とされる。「質問項目」と「評価

基準」を体系的にあらかじめ設定して行う面接である。構造化せず、質問項目の多くを面

接官の裁量に任せると、面接官個々人の属人的経験に基づく持論による判定となる。この
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旨を達する効果が期待できるものとして興味深い。 

近年、地方公務員の採用試験は、さまざまな面で大きく変化し、多様化している。筆記

試験は、従来の公務員試験では当たり前であった専門試験や教養試験を見直す動きも多様

に展開されている。しかし、面接試験をなくしてしまうような例はほとんどない。 

むしろ、「人物重視」として面接を重要視する傾向はますます強まっているといえるだろ

う。民間企業の採用活動と同様、適性検査のあとは面接を繰り返す、そこでは面接が重要

な意味を持つ。一方、従来と同様に専門試験や教養試験を課している団体でも、「人物重視」

の要請は強まっている。 

 今回の研究会では、採用全体について分析を行ったため、面接だけを大きく取り上げて

分析することはできなかったが、面接の充実は採用における最重要課題といって良いであ

ろう。 

 学術的な先行研究によれば、「構造化」した面接が妥当とされる。「質問項目」と「評価

基準」を体系的にあらかじめ設定して行う面接である。構造化せず、質問項目の多くを面

接官の裁量に任せると、面接官個々人の属人的経験に基づく持論による判定となる。この
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ため、構造化して、事前に取り決めた質問を全員に投げかけ、回答を比較して評価するこ

とにより、面接官の恣意性を排除できるという。こうした研究結果には直感的な見解と相

違があるという声を聞くことがあるが、「採用面接の成績」と「入職後の職務成果」の２地

点間関係構造の分析を行った長年にわたる学術的な先行研究の多くがそれを示していると

いう４。学術的な知見も参考にして虚心坦懐に検討することは無意味なことではないと考

える。 

 

４ 研究会からの一つの提案 

研究会で研究生からは、「人材確保の岡山モデル」を目指そうという提案がなされている。

詳細は前章の研究生からの報告に譲ることとし、ここでは一つの提案として具体的な提案

のあった議論を紹介したい。 

「岡山県市町村職員採用共通テスト」とでもいうべき「共同実施」の提案である。岡山

県下の市町村が職員の採用試験を共同で実施する。もちろん、教養試験・専門試験等の従

来の試験を独自に実施し、それとは別の試験区分として参加することも認めるといった緩

やかな連携が考えられる。 

想定されるケースを一つ述べてみたい。申込先を集約する共同実施とし、広報は県内の

全市町村で一斉に展開することで注目を集め、多くの受験者の応募をねらう。試験会場は

全国のテストセンターを利用することとし、これにより遠方からの受験も可能とする。タ

ーゲットの一つは、岡山県出身で東京や大阪等の大学で学ぶ学生である。ふるさと岡山へ

の回帰を促す。一定期間の間に受験すれば良い方式とし、他との日程重複の回避を目指す。

このテストセンター方式の適性検査を用いることにより早期実施も可能となる。これによ

り受験生は１回の試験で複数の自治体へのエントリーも可能にするなど、受験者増をめざ

す。この試験による合否判定はせず、その得点をもって各自治体の二次試験を受験する方

式とする。各自治体は面接試験の充実に注力し、二次試験の面接で当該団体が求める人材

を採用することに努める。 

 これは確定した内容の案ではない。議論のスタートとして、こんなことも考えてみては

どうかというスタンスで意見交換をしてもらえれば幸いである。 

 

５ おわりに 

地方公務員の採用にあたっては、まず各自治体の経営方針の礎となる組織のめざすべき

方向性、組織目標を確認し、そのもとで求められる職員像・行動指針を明確化することが

重要である。これにより、求めるべきスキル等が明らかになれば、それに対応した採用試

験の内容･手法を検討し、必要ならば見直しを行うことに努め、的確・必要な人材確保を目

指していくことが肝要である。 

 
４ 鈴木智之(2024)『採用面接論』東京大学出版会などを参照。 

 
 

採用戦略としては以上に尽きると思われるが、小論の最後に、もう一つの視点として、

ささやかな問題提起をしておきたい。 

上述のように求める職員像から考える検討と実践は、実はかねてから行われてきた。そ

して、それぞれの時代に対応した教養試験・専門試験・面接試験等が行われてきた。それ

は、それぞれの時代に対応した的確な判断であった。 

いま問われているのは、そうして採用された同質性の高い職員ばかりの組織で良いのか、

ということではないか。つまり、求められる職員像に沿った採用は望ましいことだが、そ

うすることで同じようなことに強みと弱みを持つ職員ばかりで良いか、ということではな

いだろうか。 

現代はＶＵＣＡの時代と言われる。Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、

Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）の高い時代だという。そして行政需要は複雑・

高度化が進んでいる。自治体は限られた人材でこれに対応していく必要がある。 

不確実性の高い現代社会では、今後も全く新しい問題が益々増加してくることだろう。

これに対応するには、同質的な人ばかりでなく、多様な人材を確保し、その連携・補完に

よる相乗効果をもって最善の行政サービスを提供できる組織としていかなければならない。 

多様な人材の確保というと、経験者採用等の議論に終始するきらいがあるが、それらに

限ったことではない。一般の採用試験においても、多様な専門性（知識・技能・経験）を

有する幅広い職員を採用するよう努めることが重要だと考える。 

未来が予測し難い時代だからこそ、多様性を重んじ、複雑・多様化する行政需要に対応

していかなければならない。このことこそが、いま求められている地方公務員の採用戦略

のもう一つの視点ではないか。 

こうした視点にも配意され、岡山県下の市町村による「人材確保の岡山モデル」が確立

されることを期待している。 
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県内市町村アンケート
令和６年10月１日から10月21日までの期間に県内市町村を対象にアン
ケートを実施し、1,975名から回答を得ることができました。

アンケートの実施に際しては、津山市のご協力をいただき岡山県・市町村
電子申請サービスを利用しました。





職種
事務職 1,431
技術職（土木、建築、機械、電気など） 259
専門職（保健師、保育士、栄養士など） 244
その他 41

合計 1,975
その他内訳
消防職 34
給⾷調理員 2
環境事業 1
事務職（社会福祉士） 1
病院事務 1
会計年度任⽤職員 1
空欄 1

合計 41
年齢

〜20歳代 276
   30歳代 489
   40歳代 549
   50歳代 595
   60歳代〜 66

合計 1,975
現在の職位

管理職（管理職⼿当受給者） 539
監督職（その他の役付職員） 282
一般職員（非役付職員） 1,127
非常勤職員（フルタイムの会計年度任⽤職員を含む。） 27

合計 1,975

岡山県内市町村の職員採用に関するアンケート調査
集計期間︓令和6年10⽉1⽇〜10⽉21⽇
回答数︓1,975
回答者について
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回答者について

回答されているあなたの所属等についてご回答ください。

Ｑ１．自治体名

自治体名を選択してください。

Ｑ２．回答者について

⼊庁年度を⼊⼒してください。

⻄暦 年度

職種を選択してください。

〇 事務職

〇 技術職（土木、建築、機械、電気など）

〇 専門職（保健師、保育士、栄養士など）

〇 その他

年齢を選択してください。

〇 〜20歳代

〇 30歳代

〇 40歳代

〇 50歳代

〇 60歳代〜

現在の職位を選択してください。

〇 管理職（管理職⼿当受給者）

〇 監督職（その他の役付職員）

〇 一般職員（非役付職員）

〇 非常勤職員（フルタイムの会計年度任⽤職員を含む。）

初任配属の後、現在の所属まで、何回の異動がありましたか。
課など所属単位で数えてください。

⼊庁以来、現在の所属を含めて、いくつの所属を経験しましたか。
１つの所属に何度か配属された場合は１つと数えてください。

⼊庁以来、現在の所属を含めて、いくつの分野を経験しましたか。
福祉、土木など大括りの分野で数えてください。

選択してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∨

選択してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∨

選択してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∨

岡山県内市町村の職員採用に関するアンケート調査

選択してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∨

必須

必須

必須

選択解除

必須

選択解除

必須

選択解除

Ｑ３．⼊庁した際の採用試験として受けたものを全て選択してください。（複数回答可）

１）筆記試験

□ 専門試験

□ 教養試験

□ SPI3のうち基礎能⼒検査

□ SPI3のうち性格検査

□ 基礎学⼒試験

□ その他の適性検査

□ ⼩論⽂

□ 作⽂

□ その他

２）面接試験

□ 個別面接

□ 集団面接

□ 集団討論

□ グループワーク

□ プレゼンテーション

□ その他

これからの自治体で求められる職員像について

１）法律分野（⾏政法、憲法、⺠法、労働法等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

２）経済分野（経済学、経済事情、財政学等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

３）⾏政分野（⾏政学、社会政策、国際関係等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

あなたの考えに最も近いものをご回答ください。なお、選択肢に該当するものがないなど回答し
にくい場合は、最後の自由記述欄に記載してください。

Ｑ４．⽇頃の職務を⾏う上で、次のような専門知識が必要となったことはあります
か。

職務上これらの専門知識が必要となった場合、どのようにして⾝につけましたか。（複
数回答可）

選択解除

選択解除

選択解除

－ 74－

県内市町村アンケート



Ｑ３．⼊庁した際の採用試験として受けたものを全て選択してください。（複数回答可）

１）筆記試験

□ 専門試験

□ 教養試験

□ SPI3のうち基礎能⼒検査

□ SPI3のうち性格検査

□ 基礎学⼒試験

□ その他の適性検査

□ ⼩論⽂

□ 作⽂

□ その他

２）面接試験

□ 個別面接

□ 集団面接

□ 集団討論

□ グループワーク

□ プレゼンテーション

□ その他

これからの自治体で求められる職員像について

１）法律分野（⾏政法、憲法、⺠法、労働法等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

２）経済分野（経済学、経済事情、財政学等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

３）⾏政分野（⾏政学、社会政策、国際関係等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

あなたの考えに最も近いものをご回答ください。なお、選択肢に該当するものがないなど回答し
にくい場合は、最後の自由記述欄に記載してください。

Ｑ４．⽇頃の職務を⾏う上で、次のような専門知識が必要となったことはあります
か。

職務上これらの専門知識が必要となった場合、どのようにして⾝につけましたか。（複
数回答可）

選択解除

選択解除

選択解除
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□ 入職前に学んでいた

□ 入職後に研修等を受けた

□ 仕事の中で学んだ

□ その他

これらの専門知識を⼊職前に学んでおけば良かったと思ったことはありますか。

〇 よくある

〇 たまにある

〇 ほとんどない

〇 全くない

〇 分からない

採用試験の科目としてこれらの専門試験を課した⽅が良いと思いますか。

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

１）社会科学（政治、経済、社会、時事等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

２）自然科学（物理、化学、⽣物、地学等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

３）⼈⽂科学（⽇本史、世界史、地理、⽂学等）

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

１）社会科学（政治、経済、社会、時事等）

Ｑ５．⽇頃の職務を⾏う上で、次のような教養知識が必要だと思ったことはあります
か。

Ｑ６．職務と直接関係なくても、これらの教養知識をもっていることは必要だと思いま
すか。

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

２）自然科学（物理、化学、⽣物、地学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

３）⼈⽂科学（⽇本史、世界史、地理、⽂学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

１）社会科学（政治、経済、社会、時事等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

２）自然科学（物理、化学、⽣物、地学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

３）⼈⽂科学（⽇本史、世界史、地理、⽂学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

１）数的処理（数的推理、判断推理）

Ｑ７．採用試験の科目としてこれらの教養試験を課した⽅が良いと思いますか。

Ｑ８．⽇頃の職務を⾏う上で、次のような基礎能⼒が必要となったことはあります
か。

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除
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〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

２）自然科学（物理、化学、⽣物、地学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

３）⼈⽂科学（⽇本史、世界史、地理、⽂学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

１）社会科学（政治、経済、社会、時事等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

２）自然科学（物理、化学、⽣物、地学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

３）⼈⽂科学（⽇本史、世界史、地理、⽂学等）

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

１）数的処理（数的推理、判断推理）

Ｑ７．採用試験の科目としてこれらの教養試験を課した⽅が良いと思いますか。

Ｑ８．⽇頃の職務を⾏う上で、次のような基礎能⼒が必要となったことはあります
か。

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除
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〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

２）資料解釈

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

３）⽂章理解

〇 よくある

〇 たまにある

〇 まれにしかない

〇 全くない

〇 分からない

職務を⾏う上で、これらの基礎能⼒をもっていることは必要だと思いますか。

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

採用試験の科目としてこれらの基礎能⼒試験を課した⽅が良いと思いますか。

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

【参考】SPI3の説明と例題リンク
https://www.spi.recruit.co.jp/spi3news/000221.html
https://spi-webtest.com/spi3/

これらの基礎能⼒のうち「⽂章理解」試験は⼩論⽂・作⽂試験で代替可能だと思い
ますか。

これらの基礎能⼒判定は、⺠間の採用試験で多用されているSPI3等の基礎能⼒試
験で代替可能と思いますか。

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除
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〇 とてもそう思う

〇 少しそう思う

〇 あまり思わない

〇 全く思わない

〇 分からない

現在の面接⽅法で合否を決めることを不安に思ったことはありますか。

〇 不安に思うことがよくある

〇 不安な面がある

〇 不安はほとんどない

〇 不安なく⾃信をもって判定している

〇 分からない

面接の際、質問項目と評価基準は⼈事担当課から予め示されていましたか。

〇 示されていた

〇 示されていない

〇 分からない

面接内容に自由度はありましたか。

〇 ⾃由度はなく示された項目のみ質問した

〇 ある程度⾃由度があり⾃分なりに⼯夫した質問もした

〇 拘束はなく⾃由に⾃分なりに⼯夫して質問した

〇 分からない

複数の面接官の評価結果は合議で決めましたか。

〇 各⾃が各々で評価したものを提出した

〇 面接後に面接官同士で合議して判定した

〇 分からない

複数回答可

□ 職務の内容

□ 休み等の勤務条件

□ 初任給等の給与

□ 採⽤試験の科目内容

□ その他

自由記述　※以下は任意回答です。ご意⾒があれば記載してください。

１）これからの自治体職員としてどのような職員を採用すべきと思いますか。

Ｑ９．採用試験の面接官を担当したことがある⽅にお尋ねします。→※ない⽅は、
Ｑ１０に進んでください。

人物重視の要請が高まり、面接試験が重視される傾向にあります。
現在の面接⽅法で合否を決めることを不安に思ったことはありますか。

Ｑ１０．あなたが貴自治体の採用試験を受験した際に重視したのは何ですか。

またそのためにはどのような採⽤試験を実施すべきと思いますか。ご意⾒があれば⾃由に記載してください。

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除

選択解除
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入⼒⽂字数︓ 0/400

入⼒⽂字数︓ 0/400

入⼒⽂字数︓ 0/400

入⼒⽂字数︓ 0/400

入⼒⽂字数︓ 0/400

※公務員試験︓他の⾃治体等を含む

２）公務員試験を受験した際、受験するのに障害となったことや改善すべきと感じた
ことを記載してください。

３）貴自治体の採用試験を受験した際の「面接」について強く印象に残っていること
があれば記載してください。

良い点でも悪い点でも結構ですので、強く印象に残っていること（改善すべきこと等）があれば記載してください。

４）自治体の採用試験の受験者を増やすための「PR⽅法」などで何かアイデアがあ
れば記載してください。

●●●「各⼿続の内容」に関するお問い合わせ先●●●
直接各⼿続の担当課にお問い合わせください。

●●●「操作」に関するお問い合わせ先●●●
【重要】⼿続内容に関するお問い合わせには対応できません。

右端（パソコン）又はメニュー（スマートフォン）の「問い合わせフォーム」からお問い合わせください。

５）アンケートで選択肢に該当のものがないなど回答しにくかったものがあれば、その
回答を記載してください。

また、このアンケートについてご意⾒があれば記載してください。

アンケートは以上です。ご協⼒ありがとうございました。

閉じる
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アンケートに回答いただいた個別回答データは以下の
URLからダウンロードしてください。

https://1drv.ms/f/s!AmCQI3D1Dju5ay0K38y3J42FVL8?e=5Sg2Zf

（掲載期限：2026年3月31日まで）
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